
2025年10月
の参考銘柄

●イーライ・リリー（LLY：NYSE $ 845.05）

1923年に世界で初めてインシュリン製剤の大量生産に成功したことで知られる製薬業界世界大手。
「ジャディアンス」や「トルリシティ」、さらに体重減少効果の高い「マンジャロ」などの次世代糖
尿病薬が成長。「オルフォグリプロン」が世界初の経口肥満症治療薬としてPhase 3試験で成功。FDA
承認待ちで、2026年末に発売予定。

●ウーバー・テクノロジーズ（UBER：NYSE $ 100.10）

配車サービスで北米首位。シェアバイク、料理などの宅配、貨物輸送を展開。約70カ国でサービス提
供。自動運転領域でアルファベット系のウェイモやEV新興のルーシッド･グループ(LCID)、自動配送の
ニューロなどと提携。直近決算では売上高が市場予想を上回る。

●ペプシコ インク（PEP：NASDAQ $ 139.70）

飲料大手。「フリトレー」などのスナック菓子、「ペプシコーラ」などの2本柱。7月17日四半期決算、
欧州、中東、アフリカ部門も好調。「ペプシコーラ」の腸活バージョンを今秋にオンラインで発売し、
2026年初めには店頭で販売予定発表。2021年6月から現在まで増配続く。

＜参考銘柄＞コインベース・グローバル（COIM：NASDAQ $ 386.07）ビストラ（VST：NYSE $ 200.41）
ブロードコム（AVGO：NASDAQ $ 335.49）エヌビディア（NVDA：NASDAQ $ 185.54）
ＧＥベルノバ（GEV：NYSE $ 603.22）アマゾン・ドット・コム（AMZN：NASDAQ $ 220.90）

●ソニーフィナンシャルグループ（8729：PRM 100株 161円 約2万円）

ソニー生命を中核とし、ダイレクト自動車保険で強みを持つソニー損保やネットバンクのソニー銀行
などを子会社に持つ。近年では、介護分野への進出や、フィンテックに強みを持つ企業へのベン
チャーキャピタル業務なども手掛ける。

●ＴＨＫ（6481：PRM 100株 4,159円 約42万円）

リニアガイド、ボールねじを手掛けるＬＭガイド（直動運動案内機器）の世界的パイオニア。中国は
半導体関連や工作機械向け下期回復。米国堅調。米関税影響を価格転嫁で吸収し通期営業益反発。
DOE8%で増配。

●東京地下鉄（9023：PRM 100株 1,650円 約17万円）

日本の経済の中心、東京都9路線からなる地下鉄ネットワークを保有し、沿線の不動産事業も手掛ける。
売上構成(2025年3月)運輸業90%、不動産業4%。赤字路線が無いのが魅力。インバウンドに期待も。
＜参考銘柄＞三菱重工業（7011：PRM 4,102円 約41万円）任天堂（7974：PRM 12,865円 約130万円）
日本製鋼所（5631：PRM 9,849円 約99万円）三井Ｅ＆Ｓ（7003：PRM 4,575円 約46万円）
中外製薬（4519：PRM 7,239円 約73万円）富士フイルムＨＤ（4901：PRM 3,704円 約37万円）

●Ｏｎｅ／フィデリティ・ブルーチップ・グロース株式ファンド

成長型／隔月決算・予想分配金提示型（アセットマネジメントOne）

主として、米国を中心に世界（日本を含みます。）の金融商品取引所に上場（これに準ずると委託会
社が判断したものを含みます。）されている優良企業の株式に実質的に投資を行い、長期的な値上が
り益を獲得することをめざします。

●日本好配当リバランスオープン（SBI岡三アセットマネジメント）
わが国の金融商品取引所上場株式を主要投資対象とし、投資信託財産の成長を図ることを目標に積極

的な運用を行います。

※ 交付目論見書の表紙を同封します。投資にあたっては必ず目論見書をご覧ください。

※ 目論見書等は、本店または黒部支店にて入手できます。担当の営業員にお申し付けください。

日本株

アメリカ株

投資信託

投資信託の買付時の手数料は、
約定代金の３．３％（税込み）です。

2025年10月6日終値

2025年10月6日通常取引終値
国内店頭取引の場合、日本
円で約30万円程度から
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※ 目論見書は、本店又は黒部支店にて入手できます。担当の営業員にお申し付けください。

投資にあたってのご留意事項
手数料等について

■国内株式

国内株式の売買には、約定代金に対して最大1.265%（消費税込）の委託手数料が必要となります。

委託手数料が2,750円に満たない場合は2,750円（消費税込）

■外国株式

現地委託取引の際の国内取次手数料（消費税込）

約定代金が2.5万円以下の場合・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

約定代金が2.5万円以上の場合・ ・ ・ ・  ・ ・ ・ ・ ・

現地諸費用：外国取引にかかる現地諸費用（SEC Fee 等）の額は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定されますので、

本書上でその金額等をあらかじめ記載することはできません。

「外国証券取引口座」を開設されていない場合は、口座開設が必要となります。

国内店頭取引の場合

当社の定める価格(現地終値の概ね2.5%上下の価格)・為替(午前と午後に基準為替を決定し、その0.5円上下)でのお取引となります。

◎

※

◎

◎

◎

◎

■投資信託

投資信託の場合は、各銘柄ごとに設定された販売手数料および信託報酬等諸経費をご負担いただきます。手数料の料率・額

は銘柄によって異なりますので、ここに具体的に記載することはできません。各銘柄の目論見書等をご覧ください。

◎

主なリスクについて

株価変動リスク◎

政治・経済、社会情勢等の変化により、株式相場等が変動し損失を被るおそれがあります。

信用リスク◎

有価証券等の発行者の信用・財務状況などの変化等により、価格等が下落したり、投資元本を回収できなくなったりするこ

とで、損失を被るおそれがあります。

流動性リスク◎

流動性の悪化または流通市場の混乱により、損失を被るおそれがあります。

為替変動リスク◎

外国為替相場の変動等により、受取金額が増減し損失を被るおそれがあります。

投資信託のリスクは、各銘柄により異なります。各銘柄の交付目論見書等をご覧ください。

当社が取扱う金融商品は、上記リスク等により損失が生じるおそれがあります。商品ごとに手数料等およびリスクは異なりますので、

当該商品の契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をお読みください。

※

このリーフレットは、お客様の投資判断の参考となる情報を提供することを目的としたものです。銘柄の選択・投資に関する最終判断は、お客様

ご自身の判断でお願いします。また、本リーフレットは、信頼できると思われる情報に基づき作成したものですが、その正確性・完全性を保証する

ものではありません。 このリーフレットの内容は、リーフレット作成時における当社の見通しであり、今後予告なく随時変更することがあります。

掲載した銘柄について、我が国の金融商品取引法による企業内容開示が行われていない場合や当社で買い持ち及び売り持ちしている
場合、当社の役職員が投資している場合があります。
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約定代金の１１％

約定代金の１．２％×１．１（最低2,750円）

※
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